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先月は台湾機械産業の発展概況及び台中の機械産業クラスターの概観を見てきた｡今月号では、台中市

精密機械科技創新園区をご紹介するとともに、台中市政府経済発展処副処長の鍾正光氏に台中機械工業

区の発展についてお話を伺った。

発展する台湾中部の機械産業と工業園区（2）

一、台中市精密機械科技創新園区

1.開発背景

　経先月号にてご紹介したように、台中は日本統治時

代からの機械産業の基盤を有し、台湾での中心的な集

積地として発展している。

　2003年から企業の入居が始まった中部サイエンスパー

クは、台中の機械産業の高度化促進の一つの要素とし

てとらえられている。中部サイエンスパークはハイテ

ク産業の核エリアとして、半導体、液晶パネル産業を中

心に急速な発展を遂げている。これら半導体、液晶パネ

ルの裾野産業へのニーズに対応するため、台中市政府

は「台中市精密機械科技創新園区（以下、台中精密園区

と略）」を開発した。

　台中市政府は台中工業区南側に位置する台湾糖業公

司の山子脚農場の124.79ha（ヘクタール）の土地を選び、

台湾土地開発（股）有限公司に開発を委託した。2005年

6月に工業区編成審査作業が終了し、直ちに開発がスター

トした。

2.優位性

　中部サイエンスパークが位置する大肚山の山麓を中

心に、南にわたる一連の工業区の集積は「科技回廊」と

通称されている。台中精密園区はこの「科技回廊」に位

置し、川上から川下まで一貫した機械産業の産業クラ

スター形成を目指している。中でも、台中精密園区は優

れたポジションを確保している。東は台中市まで約4キ

ロ、西は台中港まで15キロ、北は中部サイエンスパーク

台中基地及び台中工業区（一～三期）まで僅か8キロと

言う立地である。更に、幾つかの高速道路の路線を利用

できる外に､台湾高速鉄道まで4キロ、台中空港まで10

キロと交通の便が良い。

3.入居状況

　2006年1月末に行なわれた入居申請時には、91社分

の用地に対して、実際には153社の申請が集中した。現在、

園区の建設はほぼ完了に近づき、一部の公共施設の整

備工事が行なわれている。既に入居企業の中には工場

建設を開始した企業もあり、2008年末までには運営開

始をする企業も出ると見込まれている。入居予定企業

の総投資額は計337億元で、生産額は毎年258億元に達

すると予測される。

4.機械産業の主な入居企業の紹介

　台中精密園区では高度技術を持つ機械設備製造業或

いは中部サイエンスパーク関連の液晶パネル・半導体

製造設備業などに業種を限定している。主な機械産業
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の入居企業は下記のとおり｡

5.台中精密園区の第二期建設

　台中地域では既に企業の切迫した工業用地拡大に対

するニーズが広大しているため、台中市政府は第一期

園区南西側の国有財産地37haを選び、第二期建設に合

意した｡

　現在、環境影響評価、用水計画などを実施中で全体の

開発作業は2011年3月に完成の予定である｡可能な限り

迅速に入居企業の工場建設を進めるために、2009年4

月に前売り方式で入居申請を開始し、2010年8月に土

地を交付、工場建設がスタートする予定である。これに

より、台中地区の精密機械産業の発展、高度化が加速さ

れると期待される。

二、台中市政府鍾正光副処長のインタビュー

今回ジャパンデスクは台中市政府経済発展処の鍾正

光副処長に台中地区の工業団地の発展についてお話を

伺った｡

◆近年の台湾中部での工業区の建設ラッシュについて

お聞かせください｡

　台湾の機械産業は主に中部地域に集中しています。

中部サイエンスパークにおける産業集積の成長が台中

精密園区開発の成功をもたらしたのだと思います。オ

プトエレクトロニクス、半導体、バイオテクノロジー産

業を中心とした中部サイエンスパークが台中に設立さ

れて以来、川上から川下までの一連の産業集積を構築

しました。これらの企業の生産ニーズ拡大に応じて、製

造設備メーカーも工場建設を検討してきました。

◆台中の工業区の高い入居率について如何お考えですか？

台中は地理的や気候上の優位性のほかに、生活機能、

医療サービス、労働の質など様々な面で国際都市とし

ての発展ポテンシャルを持っています。更に最近話題

の「両岸開放」（注：台湾・中国の経済交流の一層の開放）

に関連し新政権が台中の清泉崗空港及び台中港を両岸

直航の拠点にする可能性があります。空港、港湾、高速

道路、高速鉄道が集中し、国内外へのアクセスにも優れ

ています｡

　以上のような高いポテンシャルが、台中地区の工業

団地の高い入居率につながっています。近年、海外移転

企業が台湾に戻り、台中に拠点を設置するケースも少

なくありません。工場建設ではなく、オペレーションセ

ンターと研究開発拠点を設置する傾向があり、台中の

持つ高い競争力を証明していると言えましょう。

◆台中工業区設置の未来像をお聞かせください｡

　台中精密園区第一期生産用地は募集後即完売状態で

あり、工業用地に対する高い需要が明らかになりました。

第一期の募集後即完売という結果を受けて、台湾中部

を中心に工業区開発がブームとなっています。台中県

政府が計画中の烏日（渓南）産業開発特区（500ha）、神

岡豊州科技工業園区（170ha）、清水科技工業園区（300ha）

など、隣接県市の開発計画を総計すると、開発工業区総

面積は3,000haになります。この中に中部サイエンスパー

クが開発予定の第4期開発計画1,000haは含まれてい

ません。

　上述のように、中部の工業用地の開発ラッシュを受け

て台中市政府は計画予定だった文山工業区の開発を一

時ストップしました。しかし、両岸開放政策によって浮

上してきたビジネスチャンスもありますので、工業用地

の需要も相変わらず根強いものがあります。現状、将来

の状況を見て調整していこう、というのが今の考え方で

す｡地理的優位性を持つ台中精密園区第二期は第一期同

様にいい販売成績を上げられると信じております｡

◆最後に、日本企業へメッセージをどうぞ。

　台湾産業は日本との深い関係を維持しながら発展し

てきました。日台の連携は両者の競争力を高めること

になります。日本企業の皆さん、台中への投資を歓迎い

たします。

企業名 主要製品 投資額（万元)

7,735

24,000

30,720

74,936

34,700

工場建設中

工場建設中

工場建設中

工場建設中

工場建設
準備中

入居進捗状況

鉅陞精機
有限公司

東台精機
(股)

徠通科技
(股)

凱柏精密
機械(股)

合済工業
(股)

CNC双研磨軸
内徑研磨機

総合研削中心機、
PCB穴あけ機

高精密水中
研削機

高効率総合加工
中心機、鋳型
専用高速総合
加工中心機、旋盤

中大型金属
帯鋸盤

出所）NRIヒアリングより作成
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飛躍する台湾産業

　シリコン材料不足の影響で、2007年から様々な企業が次々と薄膜太陽電池製造に参入しており、a-Si薄

膜太陽電池領域への参入実績は約10社になった。今回は、緑能科技の林和龍総経理、大億の呉育賢董事長

及び所属チームへのインタビューを行ったので、それぞれの事業現状、経営理念と優位性について紹介し

ていきたい。

ウェハから更に薄膜系セルへ－緑能科技
太陽電池用ウェハとしてスタート
　緑能科技（Green Energy Technology）は、台湾

の電機大手、大同（Tatung）傘下の尚志半導体

（Sanchih Semiconductor）が出資し 2004年 7月に

設立された。多結晶シリコン・ウェハ（125 ×

125mm及び 156× 156mm、厚さ 325～ 200μm）

を中心として製造している。2005年の当社の生産能

力は 25MW、2006年末に 60MW、2007年度には

200MWに拡大している。

　林総経理は元大同工業技術学院材料学科の教授で、

2000年に親会社の大同から招聘され、尚志半導体の

総経理を経て、緑能科技の総経理に就任した。尚志

半導体の既存技術と総経理の材料に対する深い造詣

により、緑能科技は太陽電池用ウェハ領域で異彩を放っ

ている。

　当社は太陽電池に対する需要の増大と継続的な原

材料不足を見越していたため、原材料調達の手配を

立ち上げ期に迅速に進めた。林総経理によれば、設

備インストールに先行して原材料を調達していたため、

生産設備のインストール完了とともに生産に着手で

きた。このため、迅速に生産が立ち上がり、また、

コスト面での優位性もあり、会社設立一年後より黒

字化を達成した。ウェハでは後発の緑能だが、適切

なタイミングで相対的に安価な原材料の購入ができ

たため、中美　晶（Sino-American Silicon）、合晶

（Wafer Works）と並び三大台湾シリコンウェハメー

カーになった。当社のウェハ供給先は国内外に分布

しており、主にKAIWA（19％）、E-Ton（14％）、

Del Solar（13％）など（括弧内は 2006年度の同社

内の供給シェア）の顧客がいる。2007年度から _晶

（GINTECH）に対しての供給量が増え、07年 9月時

点で約 33％を占めることとなった。

　緑能の多結晶ウェハの生産量は台湾でトップ、世

界で 7位である。当社が特に注目されるのは廃棄ウェ

ハを回収し、再生ウェハの生産を行なっている点で

ある。川上原材料市況の影響を受けにくく、価格も

少なくとも 1割安くなるそうだ。林総経理によれば、

当社の優位性は歩留率の向上および技術改善にある。

歩留率を向上させ、製品の品質を高くすることにより、

ブランドの知名度を上げていく戦略だ。一方、技術

改善には大同傘下子会社から技術支援があるため、

これによって商品のイノベーションを進めている。

薄膜太陽電池製造に参入
　2007年 6月、緑能科技は米Applied Materialsの

a-Si薄膜太陽電池の製造ラインを用いて太陽電池モ

ジュールの製造事業に参入したことを明らかにした。

林総経理によれば、薄膜太陽電池市場は競合メーカー

の急速な参入が進んでおり、スピードが要求される。

転換効率の向上についても、早急に 6％から 8.5％へ

の改善を計画している。現在、8.5世代相当の製造ラ

インの本格的な量産実績は未だ業界内にはない。し

かし、大同傘下の中華映管（CPT）からの技術支援

を通じて、量産が可能だと当社では考えている。

　緑能は今年 5月に薄膜関連製造装置（PECVD）を

インストールし、年末には生産開始予定である。林

総経理は「当社の薄膜太陽電池はまだ本格的に量産

太陽電池関連産業（4）
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太陽電池関連産業（4）

が始まっていないが、予め出口のアプリケーション

を検討することが必要」と語る。今は一部の S.I.企

業とすでに中期の 3～ 5年の供給契約を結び、販売

先も確保している。

新たなビジネスチャンスを掘り出した薄膜
太陽電池業界での新星 -大億光能
大億グループの薄膜太陽電池市場への進出
　大億グループは自動車のヘッドライト製造からスター

トしたが、1998年に大億科技（Kenmos Technology）

を設立し、LCDのバックライトモジュールに参入を

果たした。大億科技は日本の自動車用照明大手のス

タンレー電気とノート PCの LEDバックライト生産

に関して技術提携をしている。

　大億科技は 2007年 9月に薄膜太陽電池分野に進出

することを決め、傘下の大億光能（K e n m o s

Photovoltaic）を通じて合弁会社（大億 65％、米

Nano PV20％）を設立した。

　生産は南部サイエンスパーク第 2工場で行ってい

るが、同パーク内で奇美光電（CMO）も薄膜太陽電

池の生産計画を立てている。大億光能は台湾が薄膜

太陽電池生産に適している理由として、次の 5点を

挙げている：1.インフラが充分整備されている、2.

充実した TFT-LCDの産業クラスターと強力な LCD

の量産技術を持つ事、3.薄膜太陽電池は資本集約的

産業であるが、台湾では資本調達が容易、4.中国市

場では競合メーカーが多すぎ新規参入に適さない、

5.中国製では顧客の信頼を得るのが難しい。

　製造装置を Turn-Keyで供給するNano PVはア

メリカの会社で、導電性ガラス（TCO）技術を有し、

薄膜の転換効率が 8％～ 10％以上を実現している。

大億光能によれば、Nano PVは資本参加のほか、技

術供与および設備供給、商品認証まで行い、立ち上

げ 1年間の量産商品の引き受けも行う予定である。

大億光能にすれば、立ち上げ時の最も不安定な時期

に受注が保障されているわけである。今年 4月に設

備をインストールしているが、初期段階の生産力は

10MWで、年内に 30MWに拡大すると言う。現在、

認証申請中で、2008年末或いは 2009年初に認証を

獲得できる予定だ。

　大億光能は生産能力拡大を計画しており、向こう

5年で生産能力を 200MW以上にする目標を設定。

投資規模はUSD2.5億～ 3億に上る予定であり、ア

ジアで最大の薄膜太陽電池給メーカーの 1社となる

ことを目指す。生産規模の拡大に従い、将来は太陽

発電所を設置する計画もある。

　呉董事長によれば、Nano PVの高い歩留率（95％

以上）及び大億グループからの資本支援により低コ

ストでの資金運用、量産計画も可能になると思われる。

将来、生産能力を 200MWに引き上げることで、売

上USD6億を目指す。2009年か 2010年には黒字化

の予定で、将来の上場も見込んでいる。

　これまで 4回にわたって太陽電池産業を見てきた。

現在、世界の太陽電池産業において、台湾企業はシ

リコン・ウェハ、結晶系セルでは確かな地位を固め

つつある。薄膜太陽電池については Turn-Keyによ

る技術導入を進めているため、今後の歩留まり率向

上と転換効率の実現、その後転換効率の引き上げが、

ポイントになる。そして、シリコン系トップメーカー

が既にしっかりと確保しているように、顧客を如何

に確保するかが重要な点である。

　いずれにせよ、これまで PC、半導体、液晶などで

実現したように、ユーザーのニーズに応えて「うまい」

「はやい」「やすい」を実現してきた台湾企業である。

太陽電池産業でもこれらを武器に世界のトップに躍

り出る日は近いだろう。
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台湾進出ガイド

上場・店頭公開株式への投資

　日本企業が台湾企業へ出資をする方法については、非上場・非店頭公開株式への投資方法であるFIA取

得によるものと、上場・店頭公開株式への投資であるFINIによるものとがある。

　2003年まではQFII（指定国外機関投資家）制度が採用されていたが、制度緩和によりFINIと言う身分

により投資を行なう形になった。これは台湾証券取引所TSECに申請を行い、投資IDを取得し投資を行な

う。この制度の概要は以下の通り。

一、依拠法令

　国外の投資者が台湾の株式証券に投資を行なう場合には、国内の代理人（通常、カストディアン銀行）に委託をしなけ

ればならない。これは、「華僑及び外国人投資証券管理弁法」第10条及び台湾証券取引所営業細則第77条之4によるもの

である。

二、投資資格者：

　台湾以外の国で設立された法人など

三、投資制限

　ネガティブリストによるもの以外には出資比率及び投資額の制限は特になし。

四、申請手続き

①カストディアン銀行指名

②代理人（通常上記カストディアン銀行）を指名

③カストディアン銀行へ委任状、申請書、会社登記簿謄本などの書類を提出

④カストディアン銀行が証券取引所へ投資ID取得申請

⑤投資ID取得し、カストディアン銀行の口座開設完了

⑥投資実行

五、カストディアン銀行

　カストディアン銀行として指定が可能な銀行は以下のリンク（台湾証券取引所TSECサイト）をご参照。

http://www.tse.com.tw/en/investor/foreign_invest/OCFID_03d.php

　なお、長期保有を目的とした戦略投資の場合には、上場或いは店頭公開株式に対する投資であってもFIAによる投資

を求められるケースもある。このため、このような戦略投資の場合には、事前の確認をする事が望ましい。
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　良品計画は台湾最大の小売企業、統一超商を通じ

て無印良品を台湾市場に導入した。統一超商は台湾

におけるSTARBUCKS、7－11などの展開で強い実

績を持つ企業である。

　地球環境が重視される昨今、無印良品のコンセプ

トは消費者にも好評であり、台湾進出後、毎年の売

上は20～30％の高成長を維持している。今回は台湾

無印良品總経理の王文欣氏からお話を伺った｡ 台湾無印良品股　有限公司

王文欣總経理

「シンプル」、「自然」、「質感」という「無印良品らしさ」を守り、
台湾の新しい生活形態提案店として成長する。

―貴社の設立のきっかけ及び会社概要をお聞かせ

ください｡

　2004年 4月に微風広場（台北市内のショッピン

グセンター）に第一号店をオープンしてから 4年が

過ぎ、既に台湾の無印良品の総店舗数は 2008年 4

月末現在で 12店舗となりました。当初、このブラ

ンドを台湾に導入するために、統一超商は日本の株

式会社良品計画と 2～ 3年にわたり幾度となく交渉

し、ようやく 2003年にライセンス契約を締結し、

合弁会社の設立に至りました。

　台湾無印良品股 有限公司は、出資比率が統一企

業 10％、統一超商 41％、良品計画 39％、三菱商事

10％です。出資比率を見れば明らかですが、統一グ

ループがマジョリティを取っています。これは合弁

計画に当たり、消費者市場に如何に対応するかと言

う事が念頭にあったのだと思います。台湾の流通小

売業市場を熟知した統一超商がマネジメントを担当

することでよりよく台湾のニーズに応えることがで

きると信じています。

―貴社の台湾での商品ラインナップをご説明いた

だけますか。

　台湾市場での主要な商品ラインナップは玩具･文

房具、家具、ヘルスアンドビューティ、衣料品など

です。中でも主力の衣料品は売上の約半分の割合を

占めています。ただし、無印良品の商品に慣れてい

る台湾の消費者には、日本の無印良品で買い物をし

ているかのような感覚を感じていただくため、商品

には台湾と日本で差を極力つけていません。

　台湾、日本ともに東洋の米食文化圏に属しますが、

商品に対する反応に多少違いがあります。例えば、

無印良品は衣料品に対して、天然素材のこだわりを

持っています。このため、麻製のものが結構ありま

す。麻は、特性として放熱性に優れ、ヒンヤリ感が

あるのですが、その反面でシワになりやすい点もあ

会社名

設立

資本金

出資比率

年商

董事長

台湾無印良品股　有限公司
MUJI (TAIWAN) Co., Ltd

2003年9月15日

1億元（約3.4億円）

統一企業10%
統一超商41%
株式会社良品計画39%
三菱商事株式会社10%

9.5億元(2007年度)

徐重仁(C. J. Hsu)

出所）NRIヒアリングより作成

会社概要


